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抽出するというアプローチを用いた研究としては Crutchfield and Grant(2007)を挙げるこ
とができる。彼らは、個別の非営利組織の事例研究から、社会に大きな影響を与えている




の研究をもとに、米国の偉大な NPO に共通する 6 原則をもとに、米国と日本の事例を考察
した。 
具体的には米国の偉大な NPO とされる団体の事例を考察し、そこに共通する 6 原則を確
認した後、日本で成長しつつある、又は将来の成長が期待される団体を中心に特徴ある 8
団体の非営利組織を事例として、米国の偉大な NPO が満たす 6 原則をどの程度満たしてい







意義を述べる。第 3章では、Crutchfield and Grant(2007)の研究で、世界を変える偉大な




























































Crutchfield and Grant(2007)の 6原則を日本の NPOに当てはめ、日本の NPOの問題点を
明らかにし、それを改善する方法を示唆し、非営利組織の持続的発展へとつなげていくこ
とが、本稿の意義である。そこで彼らの研究を先行研究として、本稿の考察を進めていく
こととし、第 3章では米国の NPOの事例研究を行う。 
 
第 3章 米国 NPOの事例研究 
本章では先行研究である、Crutchfield and Grant(2007)の研究から導かれた米国で社会




名称 America's Second Harvest）、Habitat for Humanity、Exploratorium、Share Our 




織を選んだのではなく、普通の NPO がいかにして社会に影響を与えるような偉大な NPO と
なったかについて、その共通原則を明らかにしたものであり、その意味でも日本に大いに
参考となる。 
日本の NPO の考察方法として、これらの原則を米国の偉大な NPO を基準としてどの程度
まで満たしているか、日本の NPO の弱点となる部分はどこか、ということを明らかにして
いく。その点が分かれば、弱点を補強しその水準を高めることにより、日本の非営利組織
の持続的発展に寄与すると考えるからである。第 4章では日本の NPOの事例を考察する。 
 
第 4章 日本 NPOの事例研究 
本章では、第 1節で日本の NPOの 8事例をまず考察する。第 2節で教育系と芸術系の NPO
















て、米国の偉大な NPO が備える 6 原則について、米国の偉大な NPO を基準とした場合、ど
こまでを満たしているか、弱点があるとするとどの部分かを明らかにした。それは米国の
偉大な NPO の水準からみると十分ではないものであった。第 2 節では、第 1 節の結果から
個別団体の原則充足度からの示唆を考察した。8団体について個別団体ごとの示唆から、各








述べる。第 1 節で本稿の考察結果をまとめて結論とし、第 2 節で残された課題を述べる。
本稿で先行研究とした Crutchfield and Grant(2007)は、成功した NPOを評価することによ



























































































ている米国では 150万団体を超える NPOが、年間 1兆ドルを超える価値を生み出しており、
NPOは小売業・卸売業に次ぐ第 3の産業に成長している。また米国以外でも同様の傾向が見


















                                                        
2クラッチフィールド、グラント、服部訳(2012) pp.2-4、坂本・丹野(2012) p.183  
3雨森(2012) pp.15-18 
































                                                        











このように米国では建国以来 NPO があったとされるが、1990 年代からその活動の必要性
が一層高まり、更なる発展を遂げているとされている。それはなぜかを、1960 年代からの
動きをもとに考察する。 
















                                                        
6文部科学省 HP http://www.mext.go.jp/より(2013.12.16)諸外国におけるボランティア活




うになり（CSR 企業の社会的責任への流れ）、企業と NPO との協働が多く見られるように
なってきた。また近年は、社会課題の解決をビジネスの手法で行う社会的企業(social 
business)も多く設立されるようになってきている。 
 ここに今日米国の NPO は、市民による社会課題の解決の場、新しい雇用の場、企業で働
いている人たちのサードプレイス7としての場として、その重要性が一層増している。 
 なお NPO の発展を団体数で見ると、1940 年代が 1 万 2,500 団体、1950 年代が 5 万団体、









ここで、米国での NPOの分類は、内国歳入法(Internal Revenue Code;IRC)により NPOを 









税措置が特に行き届いたカテゴリーが、IRS Code 501 条(C)3 号に分類され、2013 年 10 月
                                                        
7自宅(ファーストプレイス)や職場・学校(セカンドプレイス)ではない、一個人としてくつ
ろぐことができる第三の居場所。社会学者レイ・オルデンバーグが、1989年に自著『The Great 
Good Place』で提唱した。知恵蔵 miniより 





 なお、米国で NPOという場合、501条(C)(1)～(28)すべてを対象とする考え方と、その 
中の 501条(C)3号のみ、またはそれに 501条(C)4号を加える場合とがある。但し、501条 




年の非営利セクター有給従業員数は約 1,070 万人で、これは小売業の 1,450 万人、製造業
の 1,150 万人についで 3 番目に多い人数で米国の民間企業・団体就業者数全体の 10.1％を
占めている。501(C)の登録団体の総収入は、約 2,060,038 USDmill、その内 501(C)3の登録
















くことが求められるようになり（企業の社会的責任としての CSR 活動など）、企業と NPO
                                                        















5169億円であり、その後増加し続け、2012年度は 37兆 4559億円11となっている。 
なお主な非営利法人の法人数と１年間の増加数は以下の通りである。 
 
表 1－2 主な非営利法人の現在数及び過去 1年間の増加数 
法人格 法人数 調査月 増加数(前年比) 
特例民法法人 19,860 2011年 12月 -2,923 
一般法人 33,029 2013年 04月 10,416 
公益法人 8,243 2013年 04月 2,950 
特定非営利活動法人 
うち認定特定非営利活動法人 
47,771 2013年 05月 2,020 
447 2013年 05月 187 
社会福祉法人 19,498 2012年 03月 n.a. 
学校法人 5,543 2012年 05月 n.a. 
宗教法人 182,868 2008年 12月 n.a. 
                                                        
 
10三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングへの委託調査 






医療法人 47,825 2012年 03月 n.a. 
更生保護法人 165 2012年 10月 n.a. 





































































2014年 9月現在で法人数は 49,460法人、2000年 10月での法人数は 2,763法人であった
ことから、増加の一途を辿っている。 
法人の活動は複数の分野にまたがっているところが多く（3分野が 17.9%、2分野が 16.4%、





と続いていた（2000年当時は活動分野は 12。現在は 20分野）。 
また内閣府調査『平成 25 年度 特定非営利活動法人に関する実態調査』による法人の収
入・職員数・有給職員の収入は次の通り（回答法人数 7,736）である。 
2011 年度では、法人としての年間収入は平均 2,434 万円、中央値では 409 万円、職員数
は平均 9.3 人だが中央値では 4 人、また有給職員数は平均 5.9 人で中央値では１人となっ
ている。なお、常勤有給職員の給与は平均で 207万円、中央値で 200万円である。 
 法人としての年間収入の少なさ（特に中央値で見た場合の少なさ）と有給職員の年間収
入の少なさは、12 年前の 2000 年と比較してもあまり変わっていない（平成 12 年度国民生
活白書 平成 12年 11月経済企画庁より）。2000年の時の法人の収入は 200万円未満が最多
であり、また職員の平均収入は 234万円である（以後、これより少ない年も多く 2004年は




                                                        
13内閣府 HP http://www.cao.go.jp/ (2014.3.10) 
平成 25年度特定非営利活動法人に関する実態調査(NPO法人実態調査 25年度版) 

























1998 23 -  
1999 1724 - ＋1701（-） 
2000 3800 - ＋2076（-） 
2001 6596 (3) ＋2796（-） 
2002 10664 (12) ＋4068（＋9） 
2003 16160 (22) ＋5496（＋10） 
2004 21280 (30) ＋5120（＋8） 
2005 26394 (40) ＋5114（＋10） 
                                                        
14特定非営利活動法人のうち、一定の要件を満たす法人は、所轄庁（都道府県又は政令指定
都市）から認定されることで、税制上の優遇措置を受けることができるというもの。 
内閣府 NPO HPより https://www.npo-homepage.go.jp/about/nintei.html(2014.12.20) 
19 
 
2006 31115 (58) ＋4721（＋18） 
2007 34369 (80) ＋3254（＋22） 
2008 37192 (93) ＋2823（＋13） 
2009 39732 (127) ＋2540（＋34） 
2010 42385 (198) ＋2653（＋71） 
2011 45139 (244) ＋2754（＋46） 
2012 47541 (407) ＋2402（＋163） 
2013 48983 (630) ＋1442（＋223） 
2014（9月末） 49460 (709) ＋477（＋79） 
＊特定非営利活動促進法は 1998年 12月施行。認定制度は 2001年 10月に創設。 


















                                                        











































































ィア・NPO・NGO などでの第 3 の市場の可能性を追求し、ボランタリー経済学として新しい
経済社会とコミュニティを展望している。また跡田(2002)では、NPO についての寄付税制









































































認定特定非営利活動法人日本 NPO センター(2012)では、信頼される NPO の条件を述べて
いる。これは、2003 年に日本各地の NPO 支援センターの現場責任者を集め議論を行い、そ
の結果を起草委員会の整理を経て日本 NPOセンターで取りまとめたもので、作成には 30名











































































































第３章 米国 NPOの事例研究 
 
本章では先行研究である、Crutchfield and Grant(2007)の研究から導かれた米国で社会
に大きな影響を与えている偉大な NPO に共通する 6 原則と実際の NPO の事例を述べ、そこ
から日本の非営利組織への示唆について考察する。 
本章の構成は以下の通りである。「第１節 偉大な NPOの共通原則とは」で、Crutchfield 
and Grant (2007）の先行研究をもとに米国で社会に大きな影響を与えている 12 の成功し
た NPO を考察した結果、共通の 6 原則があることが判明したこと（同時に影響力を持続さ
せるために基礎となる 3 つの要素が必要）から、この 6 原則について詳しく述べ、第 2 節
で取り上げる米国の事例研究につなげる。続く「第 2節 米国の NPO事例」では、事例研究






３．１ 偉大な NPOの共通原則とは 
Crutchfield and Grant(2007)は、米国で社会に大きな影響を与えている 12の偉大な NPO
を調べ、共通の 6原則があることを解明した。同時に影響力を持続させるための基礎とな














表 3－1 米国で社会に大きな影響を与えている 12の偉大な NPO（名称アルファベット順） 
団体名 活動分類 
Center on Budget and Policy Priorities 連邦政府及び州政府の予算分析 
City Year 若年層のリーダーシップ育成と奉仕活動 
Environmental Defense  環境分野 
Exploratorium 博物館による科学教育 
Feeding America（旧 America's Second Harvest） 飢餓救済 
Habitat for Humanity 住宅建設 
The Heritage Foundation 保守派の公共政策 
National Council of La Raza ヒスパニック関連 
Self-Help 貧困層の住宅及び経済力の開発 
Share Our Strength 飢餓救済 
Teach For America 教育改革 










所得税が免除される NPOを定義している内国歳入法 501条(C)(三)項にもとづく NPOのみを
対象とし、重大な影響を比較的早期にもたらした組織を研究するため、創設が 1965年から






３．１．２ 6原則について  
12 の NPO の組織調査から導かれた 6 つの共通原則（加えて組織の影響力を持続し深化さ
せるための 3要素）とは、表 3－2に示したものである。 
 
表 3－2 社会に影響を与えている偉大な NPOの共通原則* 
第１原則 政策アドボガシーとサービスを提供する 
第 2原則 市場の力を利用する 
第 3原則 熱烈な支持者を育てる 
第 4原則 NPOのネットワークを育てる 
第 5原則 環境に適応する技術を身につける 

























































３．２ 米国の NPO事例  
本節では、米国 NPOの事例研究として前節で示した 12団体から、偉大な NPOの 6原則の
例として 6 団体を選び考察する。6 団体は表 3－3 で示した各団体である。この 6 団体を選
んだ理由は、12 の各団体はいずれも 6 原則すべてを満たしているが、各原則についてそれ
を最も良く満たしている事例であるからというところにある。それを 1団体づつとりあげ 6
団体としたものである。 
 すなわち、第 1原則の事例として「Self-Help」、第 2原則の事例として「Feeding America」、
第 3原則の事例として「Habitat for Humanity」、第 4原則の事例として「Exploratorium」、
第 5原則の事例として「Share Our Strength」、第 6原則の事例として「Teach For America」 
をそれぞれ取り上げた。 
 
表 3－3 米国の NPO事例 
団体名 活動分類 
Self-Help 貧困層の住宅及び経済力の開発 
Feeding America(旧 America's Second Harvest) 飢餓救済 
Habitat for Humanity 住宅建設 
Exploratorium 博物館による科学教育 
Share Our Strength 飢餓救済 
























題の解決を図っていった団体である。そこで「偉大な NPO の 6 原則」の第１原則「政策ア
ドボガシーとサービスを提供する」の事例としてふさわしいといえる。 
この第 1 原則は、日本の NPO にも示唆を与える原則であると思われるが、アドボガシー
は日本の団体の弱い部分と考えられる。この点は日本の事例を取り上げる第 4 章及び第 5
章で考察する。なお Self-Helpは 2005年度の収入が 7,500万ドル、2010年度は 1億 700万
ドルに達している。 
 
Feeding America（旧名称 America's Second Harvest、飢餓救済）19 
第 2 原則「市場の力を利用する」の事例としてとりあげる。この NPO は、食糧バンクと
食糧支援組織で構成される NPOで、認定を与えた全国の関連組織を通して食料品を配給し、
国内の飢餓に対する関心を高め、米国の飢餓に寄与する政策を支持することによって、飢










運動として広がり 1999年に America's Second Harvest（全米食料バンクネットワーク）と
いう名称になり、現在は Feeding Americaという名称になっている。 





 ここで Feeding America は、飢餓をなくす役割を担うと同時に、大企業の問題解決も手
伝っている。こういった食品業界の企業は、今では過剰生産した食糧を慈善寄付として帳
簿処理ができ、余剰食糧を必要な人に配ることで、農家にとって重要な市場価格に影響を
与えないため、政府も納得している。つまり Feeding America は、企業と政府の両方に解
決策を提示し、企業を味方につけ市場の力を利用して大きな成果をあげている。この点で
この NPO の事例は、「偉大な NPO の 6 原則」の第 2 原則「市場の力を利用する」の事例と
してふさわしいと言える。 
 またこの原則は、日本の NPO にも大きな示唆を与える部分となると考える。日本のケー
スはこの点が米国より弱いと考えられるからであるが、この点も日本の事例を取り上げる
第 4章及び第 5章で考察する。なお 2005年度の収入が 5億 4,300万ドル、2010年度は 7億
2,000万ドルに達している。 
 
Habitat for Humanity（住宅建設）20 




なり、今日では、世界ほぼ 100カ国で 2,100以上の地域組織がある。  
低所得者で住宅を必要とする人が、ボランティアとともに簡素でしっかりとした住宅を
建てるというもので、住宅の建設資金は Habitatの基金から調達するが、Habitatは利子は














以上のことからこの NPO の事例は、「偉大な NPO の 6 原則」の第 3 原則「熱烈な支持者
を育てる」というところの良い例となると思われる。また Habitat for Humanityは、2005














以上のことから、「偉大な NPOの 6原則」の第 4原則「NPOのネットワークを育てる」と
いうところの例とした。なお、このオープンソース戦略というのは、民間営利企業の経営
戦略には通常は当てはめにくいところかもしれない。しかし、自らのミッションを大きな








Share Our Strength（飢餓救済）22 
第 5 原則「環境に適応する技術を身につける」の事例としてとりあげる。この NPO は、















化に適応する技術を身につけている。この組織は、「偉大な NPOの 6原則」の第 5原則「環
境に適応する技術を身につける」ことにより高い能力を持つこととなったと言え、この第 5
原則の事例とした。なおこの Share Our Strengthは、2005年度の収入が 2,400万ドル、2010
年度は 3,700万ドルに達している。 
 
Teach For America（教育改革）23 





第 6 原則「権限を分担する」の事例としてとりあげる。TFA（Teach For America）は、



























ようになったので、「偉大な NPOの 6原則」の第 6原則「権限を分担する」の事例とした。






本章では、Crutchfield and Grant(2007)の研究を考察し、米国で社会に大きな影響を 




























第４章 日本 NPOの事例研究 
 
本章の目的は、日本の NPO の事例研究を行い、日米の同じ分野の NPO の活動状況の比較
から、米国の偉大な NPO の共通原則との相違を考察することにある。具体的には、第 1 節
で特徴のある 8 事例を取り上げ、各事例を考察する。次に第 2 節で、日本と米国で同じ分
野の事例について比較を行う。こうした NPO の活動内容の日米比較を通じて、米国の偉大













の立つ NPO については取り上げないこととした。次に選出した理由であるが、以下の 8 団
体について団体ごとに述べることとする24。 
 
表 4－1 日本の NPO事例 
法人名 活動分類 
認定特定非営利活動法人 A 教育 







認定特定非営利活動法人 B 教育 
認定特定非営利活動法人 C 芸術、社会教育 
特定非営利活動法人 D 芸術 
認定特定非営利活動法人 E 難民支援 
認定特定非営利活動法人 F 福祉 
認定特定非営利活動法人 G 飢餓救済、国際協力 















認定特定非営利活動法人 C （芸術、社会教育） 
この団体は、おもちゃを利用し多様な事業を展開している特定非営利活動法人である。 
市場の力を利用した事業型 NPO の成功例として、更なる成長が期待できる NPO として取
り上げた。この法人の代表者は日本の社会起業家のひとりとして、経済専門誌に取り上げ
られている。 






























































があるとされるが、その良い例であろう。なお予算規模は約 4 億円(2015 年度）、2014 年
度の収入は約 3億 1,000万円である。 
 
認定特定非営利活動法人 B（教育） 
現在日本では 7 人に 1 人の子どもが、学校で学習をするために資金的な支援を必要とし




























ティア）という 2 つの寄付が支える NPO 社会をこの NPO 法人は目指している。なお予算規

























 日本における難民申請の数は急増しており、2013年度は 3,260人、2014年度は既に 4,000








必要があると思われる。なお予算規模は約 1 億 4,000 万円(2012 年度）、2011 年度の収入












































 ここで米国の偉大なる NPO と日本の今回取り上げた事例から同じ分野に属する法人とし
て、教育系の NPOと芸術系の NPOを比較して考察する。 
 教育系の NPOとして、米国では Teach For America、日本では、認定特定非営利活動法人
A、認定特定非営利活動法人 Bがある。また芸術系の NPOとして、米国では Exploratorium、
日本では、認定特定非営利活動法人 C、特定非営利活動法人 Dがある。比較の仕方として米
国の研究の「偉大な NPO の 6 原則」について、その活動内容からどう満たしているかを比




４．２．１ 教育系 NPOの日米比較 
 
Teach For America（米国の教育系 NPO） 
TFA（Teach For America）は、教育格差の是正を目的として 1990年にニューヨーク州ニ
ューヨークに創設された NPO である。第 3 章で考察したように、米国にある社会を変える





























あげたこと（第 2 原則 市場の力を利用する）、ミッションを理解してもらい熱心な支援
者を作りその人たちが寄付をすることまで結びつけたこと（第 3 原則 熱烈な支持者を育
てる）、貧困地域への教育というサービスを提供し、社会課題を伝え人々の共感を得て行
ったこと（第 1 原則 政策アドボガシーとサービスを提供する）、時代の変革に合わせ組
織の変革を行ったこと（第 5 原則 環境に適応する技術を身につける）、権限を分担しリ
ーダーシップのある人々を育てたこと（第 6 原則 権限を分担する）、世界に TFA とミッ
ションを同じくする団体の集まりを作り活動の輪を広げたこと（第 4原則 NPOのネットワ
ークを育てる）、これらを通じて人を育て、組織基盤を整備し、安定財源つくりをしてい






与えながら成長し続けている。なお収入は第 3章で見たように、約 2億 7,700万ドル(2010
年度)である。 
 















































































４．２．２ 芸術系 NPOの日米比較 
 
Exploratorium（博物館による科学教育）（米国の芸術系 NPO） 





















る。なおこの団体は米国の偉大なる NPO に選ばれており、詳細は省くが偉大な NPO の 6 原
則の他の各原則もすべてを満たしていることが米国の研究で明らかにされている。なお収
入は第 3章で見たように、約 5,600万ドル(2010年度)である。 
 























いくことに期待が持てる。なお予算規模は第 1節で見たように、約 1億 8,000万円(2014年
度)である。 
 
















ここでこの NPOを米国の研究の「偉大な NPOの 6原則」に当てはめると、どうだろうか。 















 以上、日米の同じ事業分類の NPO について、まずその活動内容から比較してみた。米国
の NPO は偉大な NPO として抽出されたものであるだけに、収入規模も日本円に換算すると
数十億円から数百億円という規模であり活動のスケールも大きい。一方、日本の NPO は米
国の偉大な NPO と比較すると、予算規模でも数百万円から数億円までで、その活動のスケ
ールは小さくなる。次に米国の偉大な NPO の共通 6 原則に当てはめてみた。教育と芸術と






本章では、第 1 節で日本の NPO の 8 事例を考察し、第 2 節で教育系と芸術系の NPO の日
米比較を試みた。ここでは、日米の NPO の活動内容を比較し、その上で米国の偉大な NPO
の共通 6 原則に当てはめてみて考察した。その結果は、活動内容は米国の偉大な NPO とさ
れる団体に比べ、まだスケールは小さく、6原則の比較においても、ここで比較した 4団体
では、各原則を満たすには相対的にはその水準がまだ十分でないことが明らかになった。 
そこで次章では、本章であげた日本の 8 団体について、米国の偉大な NPO が備える 6 原
則について、米国の偉大な NPO を基準とした場合、どこまでを満たしているか、弱点があ
                                                        
28「組織的な能力・基礎体力（キャパシティ）を形成・向上・構築（ビルディング）してい








































に向けて、どのようにすれば良いかを考察する。すなわち第 2章での Crutchfield and Grant 
(2007）の先行研究をもとに、第 3章及び第 4章で考察した米国と日本の事例研究から日本
における非営利組織の持続的な発展に向けての考察をまとめる。 
第 1節では、米国の共通原則にもとづく比較考察として、第 4章で取り上げた日本の NPO




















評価の 5 とする（90％以上を満たしているとものを５とする）。10 段階評価も考えられる
が、ここでは定性的なところを定量的に評価しているので、あまり細かく評価するのは適






表 5－1 米国の偉大な NPOを基準として日本の NPOがどの程度の水準にあるかの基準 
（かっこ内は条件をどの程度満たしているかを数字で例えたもの） 










５．１．２ NPO 8事例についての評価 
ここで第 3 章で詳細を述べた社会に影響を与えている偉大な NPO の共通原則について、再
度、表にまとめる。 
 
表 5－2 社会に影響を与えている偉大な NPOの共通原則＊ 
第１原則 政策アドボガシーとサービスを提供する 
第 2原則 市場の力を利用する 
第 3原則 熱烈な支持者を育てる 
第 4原則 NPOのネットワークを育てる 
第 5原則 環境に適応する技術を身につける 






 以下、NPO の 8 事例について評価をしていく。なお 8 事例について偉大な NPO の共通原則
（表 5－2）をどの程度満たしているかを考察する。結果は、文章で述べ、その後に各事例
について、表にまとめた（表 5―3 から表 5―10。pp.61-68。評価点については、自身の研
究のための評価の試みである）。なお各項目の評価点は、米国の偉大な NPO を、最高点で
ある評価点 5 とした場合の相対評価である。また以下のことをお断りしておきたい。①こ











































































この NPOを米国の研究の「偉大な NPOの 6原則」に当てはめてみる。 



























この NPOを米国の研究の「偉大な NPOの 6原則」に当てはめてみる。 





















表 5－3 認定特定非営利活動法人 Aの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 評価 考察 




第 2原則 2 民間企業で活躍してきた人をスタッフに加え、また企業の持つ
力を借りるなど市場の力を利用してきている。 
第 3原則 3 賛助会員、会費、寄付が順調に増加している。 
第 4原則 1 主力事業を他の NPOに地方で行ってもらっているが、まだ数が
少ないため、増やしていくと更に良い。 
第 5原則 2 2011 年の東日本大震災後に東北の被災地での支援事業を始め
るなど、環境変化に適応している。 
第 6原則 2 東京と東北の 2 拠点制とし責任者をそれぞれ配置している。 
6 条件小計(1) 12  
3 要素 人 3 熱心なボランティアが多く、またスタッフに企業経験者が加わ
り、層が厚くなってきている。 
3 要素 資本 2 毎年の予算にあてる収入は順調に増加し正味財産も増加して
きている。 
3 要素 組織基盤 2 年々充実してきている。 
3 要素平均(2) 2  
合計(1)＋(2) 14  











表 5－4 認定特定非営利活動法人 Bの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 サービスの提供をよく行っている。 
第 2原則   2 
民間企業で活躍してきた人をスタッフに加え、また企業の持つ力を借
りるなど市場の力を利用してきている。 
第 3原則  2 賛助会員、会費、寄付がそれぞれ増えてきている。 
第 4原則  1 この点は今後の強化項目。 
第 5原則  1 設立から日が浅いため、今後の更なる充実を期待する項目。 
第 6原則  1 設立から日が浅いため、今後の更なる充実を期待する項目。 
6条件小計(1) 9   
3要素 人  1 設立から日が浅いため、今後の更なる充実を期待する項目。 
3要素 資本  1 当初課題とされた収入面が良くなってきている。 
3要素 組織基盤 2 整ってきている。 
3要素平均(2) 1   
合計(1)＋(2) 10   













表 5－5 認定特定非営利活動法人 Cの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 
サービスの提供は主力事業を中心に様々なことを行っている。政策アドボガ
シーの提供面も、政府に働きかけている。 
第 2原則   2 市場を巻き込む行動力・企画力は優れており、市場の力を利用してきている。 
第 3原則  2 賛助会員、会費、寄付が増え、支持者は増えている。 
第 4原則   1 この点は今後の更なる充実を期待する項目。 
第 5原則  2 
2011年の東日本大震災後に東北の被災地での支援を始めるなど、環境変化に
適応している。 
第 6原則  1 現状も行っているが、今後の更なる充実を期待する項目。 
6 条件小計(1) 10   
3 要素 人  2 熱心なボランティアも多い。 




3 要素平均(2) 2   
合計(1)＋(2) 12   









表 5－6 特定非営利活動法人 Dの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 サービスの提供はよく行っている。 
第 2原則   1 今後の強化項目。 
第 3原則  1 熱心な支持者がいる。更なる広がりが期待される。 
第 4原則  1 今後の強化項目。 
第 5原則  1 環境が変わることがあった時の対応が重要であり、今後の強化項目。 
第 6原則  1 
現状も行っている。ただし今は小規模な組織であるので、今後組織が更な
る発展を続けていった時の強化項目。 
6 条件小計(1) 7   
3 要素 人  １ 
ボランティアのみで行っておりよく活動しているが、NPOとして専従の人を
雇えるようになるとより良い。 






3 要素平均(2) 1   
合計(1)＋(2) 8   











表 5－7 認定特定非営利活動法人 Eの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 サービスの提供は非常によく行っている。政策アドボガシーも努力している。 
第 2原則   1 企業の持つ力をもう少し借りる方が良い。 
第 3原則  2 賛助会員、会費、寄付ともに増加している。 
第 4原則   1 国内で同じ活動をする NPOは余りなく、努力しているが更なる工夫が必要。 
第 5原則  2 
環境が変化してくるというより、当該事業を巡る環境を変化させるしかなく、
厳しい状況の中、良く活動している。 





9   
3要素 人  2 ボランティアも多く良いが、更なる強化が望まれる。 








2   
合計(1)＋(2) 11   









表 5－8 認定特定非営利活動法人 Fの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 サービスの提供をよく行っている。 
第 2原則   1 
企業から寄付を集めるなど市場の力を利用している。但し企業も不況が長引
いており、一般論として寄付の環境面では厳しい面もある。 
第 3原則  2 熱心な支持者が多い。更なる広がりがあるとより良い。 
第 4原則  2 
全国組織で各支部が各々法人格を持っており、NPO法人も多い（一般社団や
任意団体もある）。 
第 5原則  2 ある程度歴史がある団体であり、環境変化に適応してきている。 
第 6原則  2 責任者をそれぞれの大会に配置するなどしている。 
6条件小計(1) 11   
3要素 人  1 熱心なボランティアが多い。 







3要素平均(2) 1   
合計(1)＋(2) 12   










表 5－9 認定特定非営利活動法人 Gの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  1 設立から比較的新しい中、サービスの提供はよく行っている。 
第 2原則   2 
民間企業で活躍してきた人がスタッフにおり、企業の持つ力を借りるなど
市場の力を利用している。 
第 3原則  2 寄付が順調に増加している。 
第 4原則   1 この点は今後の強化項目。 
第 5原則  1 設立から比較的新しいため、今後の強化項目。 
第 6原則  1 設立から比較的新しいため、今後の強化項目。 
6条件小計(1) 8   
3要素 人  2 設立から比較的新しいため、今後の強化項目。 
3要素 資本  2 毎年の収入は順調に増加している。 
3要素 組織基盤 2 年々充実してきている。 
3要素平均(2) 2   
合計(1)＋(2) 10   












表 5－10 公益財団法人 Hの評価（米国の偉大な NPOとの相対評価） 
 
評価 考察  
第 1原則  2 サービスの提供をよく行っている。 
第 2原則   2 企業の持つ力を借りるなど市場の力を利用している。 
第 3原則  1 
NPOから公益財団に変わるという今後のあり得るモデルケースのひとつで、支
援者を更に増やしていくことが今後更に重要。 
第 4原則  2 健闘している。 
第 5原則  2 
環境変化に対し NPOから公益財団に変わるというのは、ひとつの新しい対応の
仕方である。 
第 6原則  1 財団としてスタートしてからは日が浅いため、今後の強化項目。 
6 条件小計(1) 10   
3 要素 人  1 財団としてスタートしてからは日が浅いため、今後の強化項目。 




3 要素平均(2) 1   
合計(1)＋(2) 11   









 以上の日本の NPOの各 8事例の評価をまとめると以下のことがわかる（表 5－11参照）。 
「偉大な NPOの 6原則（及び影響力を持続させるための 3要素）」について、米国の偉大
な NPOを基準として日本の NPOに相対評価として当てはめた結果は以下の通りである。 
日本の NPO は米国の偉大な NPO の事例と比較すると全体に相対的な評価は低く、総合点
は米国の約三分の一（米国を満点 35 点とすると、日本は 11 点）である。項目別の比較で
も各項目とも十分ではなく、米国の偉大な NPO の水準に追い付くには全般的な努力・工夫
が今後必要と思われる。 
各項目の平均点も米国の 3割程度が多い（7項目の平均は 1.57点）。7 項目の平均より 
良い項目は、第 3 原則「熱烈な支持者を育てる」（1.88 点）と第 1 原則の「政策アドボガ
シーとサービスを提供する」（1.87 点）の 2 項目である。但し第１原則については「サー
ビスの提供」で点数をあげており、政策アドボガシーはまだ弱い。 
 平均程度が第 2 原則の「市場の力を利用する」（1.63 点）及び第 5 原則の「環境に適応
する技術を身につける」（1.62 点）の 2 項目であり、平均より劣っているのは、第 4 原則
「NPO のネットワークを育てる」（1.25 点）、第 6 原則の「権限を分担する」（1.24 点）
の 2 項目である。また 6 原則を満たしながら社会への影響力を持続させるために重要な 3
要素である「人・資本・組織基盤」も十分ではない（1.5点）。 
 これらの点の対策については、第 2節で各団体への示唆を考察し、第 3節で、8事例全体
としての平均から弱点・課題の解決策への示唆を考える。 













表 5－11 事例の総括評価（米国の偉大な NPOとの相対評価の総括表） 





















3 1 2 2 2 14 
特定非営利活
動法人 B 
2 2 2 1 1 1 1 10 
特定非営利活
動法人 C 
2 2 2 1 2 1 2 12 
特定非営利活
動法人 D 
2 1 1 1 1 1 1 8 
特定非営利活
動法人 E 
2 1 2 1 2 1 2 11 
特定非営利活
動法人 F 
2 1 2 2 2 2 1 12 
特定非営利活
動法人 G 
1 2 2 1 1 1 2 10 
公益財団法人
H 
2 2 1 2 2 1 1 11 
平均 1.87 1.63 1.88 1.25 1.62 1.24 1.50 11 
米国の 6事例 5 5 5 5 5 5 5 35 
（出所：筆者作成 米国の偉大な NPO に共通する 6 原則について、当研究のために日本の
NPO団体を米国の偉大な NPOと相対的に比較して評価したものであり、総合的に各団体を評
価したものではない。注：各個別の評価点は小数点以下を四捨五入している為、各原則の





















































大な NPO との相対評価がやや低い第 5 原則の「環境に適応する技術を身につける」と第 6
原則の「権限を分担する」をともにこなせるようになると考える。 
 




これは 6 原則でいうと、第 1 原則「政策アドボガシーとサービスを提供する」第 3 原則
「熱烈な支持者を育てる」とも関係するが、第 2 原則の「市場の力を利用する」というと















































































 日本の NPO の各 8 事例の個別原則の平均的充足度の評価をまとめると、以下のように言
える。 
日本の NPO は米国の偉大な NPO の事例と比較すると全体に相対的には劣る点があり、項
目別の比較でも各項目とも十分ではなく、米国の偉大な NPO の水準に追い付くには全般的
な努力・工夫が今後必要と思われる。 
第 3原則「熱烈な支持者を育てる」と第 1原則の「政策アドボガシーとサービスを提供 
する」の 2 項目が比較的良い。但し第１原則については「サービスの提供」で点数をあげ
ており、政策アドボガシーはまだ十分でない。 
 6項目の中でみると平均程度が第 2原則の「市場の力を利用する」及び第 5原則の「環境
に適応する技術を身につける」の 2項目であり、それより少し劣るのが、第 4原則「NPOの
























































重要なことは Feeding America は、飢餓をなくす役割を担うと同時に、大企業の問題解
決も手伝っていることである。食品業界の企業は、過剰生産した食糧を慈善寄付として帳
簿処理ができ、余剰食糧を必要な人に配ることで農家にとって重要な市場価格に影響を与































































































































通原則（6原則）を導くというアプローチをした Crutchfield and Grant(2007)の研究に注
目した。彼らの研究の意味づけを明確にし、本稿の研究への応用の意義を明らかにした。 
 第 3章では、Crutchfield and Grant(2007)の研究で、世界を変える偉大な NPOとして米
国で抽出された 12団体の中から共通 6原則の各原則の例として 6団体を選び考察した。す
なわち、Self-Help、Feeding America（旧名称 America's Second Harvest）、Habitat for 









展に向けて、どのようにすれば良いかを考察した。すなわち第 4 章であげた日本の 8 団体







考察の結果は、日本における NPO の必要性は高まっているが、現状では NPO を見ると資
金・人材ともに不足した脆弱な組織が多い。そこで NPO が持続的発展ができるようにする



































この 6 原則から導かれる示唆を満たそうとしている NPO へは、経済産業省などがソーシ
ャルビジネスの支援の一環として、優先的に補助金をつける、ということが考えられる。



















                                                        
29嵯峨(2011) p.35 
30職務上の専門的な知識や経験、技能を、社会貢献のために無償もしくはわずかな報酬で提















































































































































［6］雨森孝悦(2012)『テキストブック NPO 第 2版』東洋経済新報社 
［7］池上淳・植木浩・福原義春編(1998)『文化経済学』有斐閣 
［8］伊佐淳(2008)『NPOを考える』創成社 







































































［56］ハーバーマス、ユルゲン. 細谷 貞雄 (翻訳) 山田 正行 (翻訳)(1994)『公共性の構
造転換―市民社会の一カテゴリーについての探究』 未来社 
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